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東証が挑んだビジネスプロセスモデル改革

世界から選ばれるための 

「3つの条件」とは 
 

2005 年、重大なシステム障害を発生させた東京証券取引所ではシステムの

強化に着手、2010 年には新たな株式売買システム「arrowhead」のサービ

ス提供を開始した。同時に日本取引所グループ（JPX）のプライマリサイ

ト内で、arrowhead と投資家の発注システムを直結するコロケーションサ

ービスの提供も開始、システム強化と併せてビジネスモデルの変革も実現

した。その取り組みについて、元日本取引所グループの CIO で、証券保管

振替機構 常務執行役 CIO の鈴木義伯氏が明らかにした。 

 

 

 

■グローバル対応のために、 

株式売買システムの高度化を図る 
「第 10 回 BPM フォーラム 2015」で登壇した鈴木氏はまず、東

証のこれまでの取り組みの経緯について言及。「残念ながら約 10
年前に ITのトラブルがあり、ビジネスモデルを変えるよりも前に、

システムを強化する取り組みを行った」と説明した。 
 当時の証券取引所のような組織は、国内での競争がないと考え

ている節があり、変化への対応がどうしても後手に回ってしまう

ところがあったという。  
「しかし国内に 1 つしかない機能であっても、証券取引所の良し

悪しは国民に直接影響を及ぼすことになる。東証にとっては直接

お金を払ってくれる企業が顧客ではあるが、もちろんその先にい

る投資家の皆さまが本当の顧客だ。そういう意識が当時の東証で

はまだまだ醸成されていなかった。さらに国内では独占企業であ

っても、日本企業のグローバル化が進み、さらには国際競争がより

激化していく中で、世界から選ばれる企業にならなければならな

くなった。これも東証の大きなテーマだった」  
 では、世界から選ばれる証券取引所の条件とは、一体何か。これ

には大きく 3 つの視点があるという。1 つめが、IT 活用高度化の
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めが、取引所の利便性と信頼性だ。  
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■アルゴリズム取引の増加に合わせ、 
ビジネスモデルを変革 

 一方、2000 年以前から証券業界全体では、投資家がマーケット
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イマリサイト内に、顧客企業に発注用サーバを置いてもらうため

のコロケーションエリアを用意し、そこから自動発注アルゴリズ

ムを使って arrowhead に直接発注できるようにしたものだ。  
「これによって顧客企業が、香港やシンガポール、あるいはシドニ

ー、英国などから直接 JPX のコロケーションエリアにある自動発
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注アルゴリズムを使って、世界中から注文を出せるという状態に

した」 
 いわば JPX のプライマリサイト内に、顧客企業のコンピューテ

ィング環境と arrowhead が“同居”する形を作ったわけだが、これ

によって取引にかかるスピードは劇的に速くなったという。  
「従来のモデルでは証券会社からディーリングシステムを介して

我々のシステムに発注が行われ、それを受けて売買していた。この

場合、通信回線を経由することになるので、1 つの取引では 3～9
ミリ秒かかっていた。これが新しいモデルでは、プライマリサイト

内の arrowhead の“脇”に顧客の自動発注エンジンを置くことにな

るので、約 5マイクロ秒で注文ができるようになった。最大で 1800
倍のスピードアップということだ」 

 

■自動発注される注文件数は日によって、 

７０％以上に 
 証券業界の動向を睨みながら新たなビジネスモデルとなるコロ

ケーションサービスを生み出した東証だったが「実は一番困った

のが、営業体制を作ることだった」と鈴木氏は言う。  
「それまでの東証は残念ながら殿様商売だった。企業は上場審査

を受けに東証まで足を運んでくれるし、我々が顧客先に行くこと

などまずなかった。そこに“お客さまを見つけてくる”組織を作り、

お客さま視点のマインドを作っていかなければならない。これが

一番大きなハードルだった」  
 そもそも東証には営業経験だけでなく“営業活動”という発想自

体が無く、しかも 2010 年当時、国内企業には自動発注アルゴリズ

ムを使って売買するという考え方がまだ根付いていなかった。 

そのため、コロケーションサービスの営業ターゲットは、ほとんど

が海外企業だったという。  
「そこで 2009 年 11 月、まずは無理矢理、私の部署に営業組織を

作った。“コロケーション推進室”という名称の組織を IT 本部の中

に設置して私自らが室長になり、メンバーは社内公募で興味のあ

る人員を入れた。その際にはまず人事部と折衝したが、まず人事に

理解してもらうことが大変だった」  
 少し余談になるが、当初鈴木氏は新設する営業組織の名称を、直

接的に“コロケーション営業部”にしようと考えたという。  
「しかし当時の東証は、営業部という名前を付けることすら理解

されない会社だった。そこで推進室という名前を選んだ。目的を達

成するためには、少し横道に逸れて斜めからアクセスするとか、ま

ずは理解する人だけ集まって取り組むという組織を、会社に認知

だけはしておいてもらうといった取り組みが必要だ」  
 2015 年現在、コロケーション推進室は IT ビジネス部という組

織と統合されて“マーケット営業部”という名称になり、証券会社と

も一体となって世界中を駆け巡り、自ら顧客を獲得して証券会社

に紹介するという活動を展開している。  
 こうした取り組みの結果、2010 年 1 月の arrowhead 稼働開始

当初、コロケーションエリア内に置かれた顧客の自動発注アルゴ

リズムから出る注文は全体の約 10％だったが、今では日によって

70％を超えるまでになっているという。また約定の比率も現在約

4 割で、5 割に近づきつつあるとのことだ。  
 現在、東証の上場銘柄数は約 3500 で時価総額は約５５０兆円、

1 日当たりの出来高は 2～3 兆円で取引件数は約 2700 万件だが、

システムとしては 2015 年 9 月末の時点で 1 日 2.7 億件までの注

文件数に耐えられるキャパシティになっているという。  
「システムのキャパシティも重要だが、我々のシステムにとって

は 1秒当たりの処理能力も非常

に重要な要件となる。現在では

1 秒当たり 3 万件、1分間で 180
万件の処理がほぼ遅延無く処

理できるようになっている。こ

れでプロセスの使用率は約 5割

だ」  

■今後は ITの内製化が 

必須、新規ビジネスへ

の合流も必要 
 次に世界から選ばれる証券

取引所の 2つめの条件となる上

場企業の品質については、これ

を担保するために東証では上

場企業に対して、コーポレート

ガバナンスの実現に役立つ主

要な原則を取りまとめた「コー

ポレートガバナンス・コード」

の適用と、機関投資家のあるべ

2

（参考）フェールソフト成功の鍵
①危機意識の共有
コロケーションサービス
を活用した新しいビジネスモデル

• 特性を活用してコロケーションサービスを新しい取引所のビジネスモデルとして企画
• コロケーションサービスとは、取引参加者の発注サーバー等機器を東証の売買システム・

相場報道システムと同じプライマリサイトにあるコロケーションエリアに設置することに
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法の多様化や注文発注の柔軟性を高めるサービス
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き姿を規定したガイダンズ「スチュワードシップ・コード」の適用

を開始している。また投資家にとって魅力のある企業銘柄で構成

する「JPX 日経インデックス 400」の算出も開始した。  
 そして 3 つめの条件、取引所の利便性と信頼性について鈴木氏

は「これらを担保するためには、システムの発注者である我々が発

注する責任をきちんと果たすこと、要は外に“丸投げしない”ことが

何よりも重要だ」と強調する。  

 それまでの東証では、外部の IT ベンダーにシステム構築を依頼

する際、“現行通り”という発注の仕方が往々にしてあったという。  
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この記事は、ソフトバンクビジネス+IT（http://www.sbbit.jp）にて取材 

掲載されてものです。      （執筆：西山 毅） 
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予算執行の承認スピードを 8 倍に！ 

ヨーグルトのダノンが取り組んだ BPM 

 
ヨーグルト製品のビオやデンシアなどを製造／販売する仏ダノンは、1919 年に設

立された多国籍の食品製造企業で、現在世界 120 か国に進出している。日本国

内でも 30 年以上前から日本法人であるダノンジャパンがビジネスを展開してきて

いるが、これまで紙ベースの“時間のかかる煩雑な紙のワークフロー”に頭を悩ま

せていたという。そうした中、CEO からの指令で同社が取り組んだのが、ＢＰＭ（ビ

ジネスプロセス・マネジメント）による改革プロジェクトだ。 

 

 

 

■紙のワークフローは非効率なだけでなく、 

事業リスクも生んでいた 
これまでダノンジャパンでは、紙を回覧することで各種の稟議

処理を行っていた。しかし、その完了までには長い時間がかかって

おり、たとえば顧客の声を受けた商品改善策の決裁は、処理の完了

するまでに 56 日間、また予算執行の承認決裁も 50 日間という期

間を要していた。  
 「第 10 回 BPM フォーラム 2015」で登壇したダノンジャパン 
Head of IS/IT CBS Japan/Korea のマシュー・パージュ氏は、「こ

うした問題が、数々あったのだが、CEO から、要するに“紙が多

すぎる”というフィードバックがあり、我々は BPM プロジェクト

への取り組みを開始した」とその背景を説明する。  
 まず従来の決裁フローでは、文書の空いたスペースに次々にコ

メントを書き込まれるため、空きスペースが無くなり、さらにはポ

ストイットが何枚も貼られていくという状況が発生していた。こ

うした文書が決裁者の机に溜まっていっていた。 
 また決裁文書が今どこにあり、どんな進捗なのか、あるいは、稟

議の途中でコピーが取られて、誰が持っている文書が正式なのか

も、分からなくなってしまっていた。  
「これは、単に効率が悪いというだけでなく、従来のワークフロー

は事業へのリスクにもなっているということ。文書は手作業で書

かれていたので誤りも起き、貼られたポストイットが途中で剥が

れてしまうこともあった。そうなると誤った情報や欠落した情報

がある中で、起案後、相当の日数を経て意思決定が行われることに

なる。正しい決断が下されない恐れがあった」 
 

■改善対象を 2 つの承認プロセスに絞り、 

約 6 か月間でプロジェクトを完了 
そこでパージュ氏が CEO から直接指令を受け、“ダノンジャパ

ン内の意思決定プロセスを改善し、かつ電子ワークフローツール

に新たなプロセスを実装する”という BPM（ビジネス・プロセス・

マネジメント）プロジェクトに乗り出した。そのプロジェクトの名

称が“KUROFUNE（＝黒船）”だ。  
 プロジェクトの目的は、第一に効率性を上げること。そのために

決裁プロセスを標準化し、不要なステップを廃止する。  
「ここではまず“プロセスを改善する”という考え方が重要だっ

た。それによって稟議にかかる時間の短縮を目指した」  
 またオンラインで申請案件にアクセスできるようにして決裁状

況の見える化を図ることや、正式なドキュメントは電子ファイル

の 1 つだけにすることも、プロセスの要件として掲げた。  
「申請の決裁状況を見えるようにすることは、大きな目的だった。

今では各ステップで、具体的な担当者の名前が記載され、どの部署

で、どんなアクションが行われているのかが確認できるようにな

っている。またワークフローは Yes、No を伝えるだけでなく、各担

当者が詳細についてコメントできるようになっており、他の関係

者のコメントも閲覧できるので、コメントが重複することもない」  
 この KUROFUNE プロジェクトは、その対象を先の商品改善策

と予算執行のための 2 つのワークフローに絞り、約 6 か月で完了し

た。その結果、商品改善策の承認プロセスは 56 日から 7 日へ、予

算執行の承認プロセスも 50 日から 9 日へと劇的に短縮した。 

 
■ビジネスプロセスの改革は 

“プロセスの再設計”から着手する 
パージュ氏は「新たなビジネスプロセスを導入するには、2 つの

方法があるでしょう」と説明する。その 1 つめがツールの導入か

ら始めるやり方だ。「もちろん、ツールの活用で紙は無くせる。し

かし現行のプロセスを見直す前にこれをやってしまうと、“ツール

は便利だが、プロセスが煩雑で使えない”となってしまう。ここか

らプロセスの改善をしようと思っても、多くの作業が発生するし、

現場の協力も得られにくい。開発を一からやり直すことになり、ユ

ーザへのトレーニングもやり直し、ということになりかねず、決し

て良い方法ではない」 そしてもう 1 つのやり方が、プロセスの再

設計から始める方法だ。  
「我々が採ったのがこの方法で、プロジェクトチームが集まって、

ダノンジャパン株式会社 
Head of IS/IT CBS Japan/Korea 
マシュー・パージュ氏 
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現状のプロセスをすべて見直すところから始めた。どのステップ

が必要で、どのステップが不要か。それを踏まえて新しいプロセス

を作り、紙を電子化するためにはどうすればいいのかを考えてい

く。これによって、先のような大きな成功を収めることができた」 

現在パージュ氏は、日本と韓国の IT を担当しているが、「今回の

成果をテンプレートにして、これらの国で新たなプロジェクトを

始める時には、これを適用することで、コストを押さえ、データの

標準化することができる。グローバルな観点から考えることが重

要と考えている」という。 
 

■承認フローを 1/8 に！「エビアン」のダノンが取り

組んだＢＰＭ 
「もしある国で成功したやり方であれば、それは他の国でも再利

用していこうと考えている。今回の日本での取り組みも横展開を

前提としたものだ。その国々に応じて多少手を加える必要はある

かもしれないが、ベストプラクティスであれば他の国でも展開可

能だ」  

 そして最後にプロジェクトの成功要因について言及したパージ

ュ氏は、「何よりもプロジェクトのスポンサーは非常に重要だ」と

して、スポンサーが役割を発揮した場面を強調した。  

「ビジネスプロセスを改革するに当たっては、まず現状のプロセ

スでどこにリスクがあるのかを分析し、改善ポイントを話し合っ

て最適化を行う。しかし、人は変化を好まない。最適化を行う際に

CEO のサポートがあったおかげで、プロジェクトは頓挫する危険

性を免れた」  

 CEO のコミットを得て次のステップに進むことができれば、そ

こで新しいルールを組み込んでいく。  

「その次は、エンドユーザに新しいプロセスとツールについての

トレーニングを施す段階だ。しかしやはり人は変化を好まない。

“この画面は好きじゃない”など様々な抵抗が生じる。ここでもう

一度、CEO のサポートが必要になる。ダノンジャパンでは最初か

ら CEO が全面的にコミットしてくれる状態にあった。結果、効率

的なプロセスを実現することができたということ」  

 また 2 つめの成功要因として、パージュ氏は「強いプロジェク

トリーダーの存在」を挙げる。  

「今回の KUROFUNE プロジェクトのリーダーは、内部統制部門

のリーダーに担当してもらった。対象となるビジネスプロセスを

熟知しているからだ。そのリーダーと IT 担当者が、プロジェクト

会議の中心となる。それからキーユーザとして現場業務の責任者

にも入ってもらった。またプロジェクトリーダーと IT ディレクタ

ー、財務ディレクターで構成される改革推進委員会を設け、月次で

プロジェクトの進捗状況をチェックした」  

 それからもう 1 つ、重要な要素となるのが専門パートナーの存

在だという。  

「社内だけでワークフローを変えていくのはできないことではな

いが、決して簡単ではない。そこで外部の BPM コンサルタントに

も加わってもらった。そして新たなプロセスを設計／構築するフ

ェースでは、かなりの部分でBPMコンサルタントの支援を仰いだ。

これによって多くの斬新的なアイデアを採り入れることができた

と考えている」 

 参考までに今回ダノンジャパンでは、プロジェクトメンバー間

の“共通言語”として「BPMN 2.0」というビジネスプロセスの表

記方法を採用し、またメールシステム／データベース／ユーザ管

理機能のシームレスな連携を可能にするオープンソースのBPMツ

ール「Bonita BPM」を採用した。  

「こうした BPM ツール自体を導入することが目的ではない。あく

まで自分たちの達成したいプロセスを実現することが先決だ。 

KUROFUNE プロジェクトの完了から約 1 年になるが、新たなプ

ロセスはもうすっかり社内に浸透している」  

 

この記事は、ソフトバンクビジネス+IT（http://www.sbbit.jp）にて取材 

掲載されてものです。      （執筆：西山 毅） 
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地盤ネット、AWS 導入で受注 1.7 倍

でも大幅コスト減につなげた 
BPM プロジェクトの全貌 
2015 年 10 月、建設会社によるマンション地盤への杭打ちデータの改ざんが

明らかになった。生活者にはブラックボックス化された工程での不正で、通常

は地盤の強弱までは知ることができない。この問題に正面から立ち向かうの

が、地盤の“安心度合い”を見える化するサービスを提供する地盤ネットだ。

同社では、非効率なプロセスやシステムの不安定さといった課題を抱えてい

た。そこで取り組んだのが、ビジネスプロセスの改革と新たな共通プラットフ

ォームの構築だ。 

 

 

■業界初の「地盤解析専門会社」がコンセプト 
 地盤ネットは、生活者と供給者の情報格差を埋める「住生活エー

ジェント」として 2008 年 6 月に設立された住宅地盤補償事業を

展開する企業で、2014 年 10 月には地盤ネットホールディングス

へと移行、改めて事業グループとして地盤ネット、JIBANNET 
ASIA（ベトナム ホーチミン市）、Jibannet Reinsurance（米国 ハ
ワイ州）を配置した。  
 「第 10 回 BPM フォーラム 2015」で登壇した地盤ネットホー

ルディングス 代表取締役社長の山本強氏は開口一番、「先日のマ

ンションの沈下事故を受けて、我々を取り巻く雰囲気が 180 度、

変わった」と切り出した。  
「元々地盤ネットは地盤の重要さを一般の人々に分かっていただ

きたいという思いで 8 年前に作った会社だが、当時はテレビを始

めとするさまざまなメディアで、これほど“地盤”という言葉が注目

されるとは思っていなかった」  

 山本氏は証券会社でのキャリアの後、住宅会社に約 5 年、地盤会

社に約 10 年勤めたが、「証券会社と比較した時、これら住宅業界に

は非常に大きな情報格差があることを痛感した。生活者には十分

な情報がない。それが理由で買い控えが起きたりもする。これが解

消されれば、住宅と不動産のマーケットはもっと活性化する。そこ

でまずは地盤業界の情報格差を解消したいと考えた」と続ける。  
 地盤業界は、地盤の調査／解析を行う会社と、その後に杭工事や

地盤の補強を行う会社で構成されるが、基本的にこの 2 つの作業

は同一の会社が請け負っているという。つまり地盤を調べる会社

と改良工事をする会社がほぼ同じなのだ。  
「そうすると、さまざまな不具合が起きる。たとえば調査のミスが

工事の際に発見されなかったり、逆に工事のミスが調査する

側で分からなかったりする。そこでそれを補うために、生活

者にとっては本来必要のない過剰な改良工事が発生すること

になる。しかしその過程は生活者には見えない」  
 これに対して地盤ネットは設立当初から、「地盤の調査と分

析しかしない、地盤の改良工事はやらない」という業界初の

新たなビジネスモデルを打ち出し、「第三者の立ち位置」で事

業を展開してきた。 
 

■地盤リスクを見える化する 

「地盤安心マップ」や「地盤カルテ」 
その 1 つが、2014 年からホームページ上で提供を開始した

「地盤安心マップ」で、国内の地盤リスクが無料で閲覧でき

るサービスだ。土砂災害危険箇所マップや自治体液状化ハザ

地盤ネットホールディングス株式会社 
代表取締役 社長 

山本 強 氏 

地盤ネット株式会社 
執行役員 CIO 兼情報システム部長 
磯野 和幸 氏 
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横浜のマンション沈下現場の地盤カルテ

神奈川県横浜市都筑区池辺町 の結果
浸水リスク、地震による揺れやすさ、液状化リスクが ゾーンに入り、 点となる。
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ードマップ、活断層マップ、避難所データなど 16 種類の地盤情報

を重ね合わせることで、災害リスクを“見える化”できる。既に 200
万アクセスを突破し、一般社団法人レジリエンスジャパン推進協

議会が開催する「ジャパン・レジリエンス・アワード（強靭化大賞）

2015」で最優秀レジリエンス賞も受賞した。  
「しかし、地盤安心マップは一般の人たちが判読することは少し

難しい。そこでホームページ上からその場所の住所を入力するこ

とで地盤リスクを 100 点満点で表す『地盤カルテ』（特許出願中）

というサービスを今年 1 月から提供開始した」 
 この地盤カルテにおける診断項目は大きく 5 つあり、順に地盤

の改良工事率（＝地盤の固さ）、浸水リスク（＝水はけ）、地震によ

る揺れやすさ、液状化リスク、土砂災害リスクとなる。住所が入力

されるとシステムが地盤安心マップを見に行き、自動で各項目の

点数を表示して、総合得点までを教えてくれる。  
「たとえば今回の横浜のマンションの地盤沈下現場の住所を入れ

てみると、浸水リスク、液状化リスク、地震による揺れやすさの 3
つがリスクの高いエリア、即ちマイナス評価のエリアにあり、100
点満点中 45 点という数値が出た。

この場所は元々田んぼで、その後に

工場が建っていたが、実はその時に

浸水の被害が起きていた。元々地盤

的には非常に注意が必要な場所で

あることが、その数値から読み取る

ことができる」 
一方、この場所からわずか 350m

北に行った高台では、高リスクに入

る項目がなくなり、総合得点も 75
点にまで上がるという。ここは元々

台地で地盤のいい場所だ。  
「わずかの違いで地盤のリスクは

まったく異なる。1つの目安として、

総合得点が 70 点以上の場所は、そ

れなりに地盤がいい場所だと言う

ことができる。しかし点数が低くて

も対策がしっかり施されていれば、

20点の場所でも 70点相当に引き上

げることが可能だ。点数が高ければ一般的な地盤調査でいいし、悪

ければそれに対応する調査をすればいい。地盤カルテでは日本全

国すべての住所を調べることができ、現時点で 9 万件の診断実績

がある。ぜひ皆さまにもご活用いただきたい」 
 

■住宅業界の IT 化促進を目標に掲げ、 
共通プラットフォームの再構築に着手 
地盤ネットでは工務店やビルダーに Web受注システムを提供し、

そこから基幹システムに連動させる方式をとってきた。しかしこ

の方式では転記作業ミスなどによる作業効率の低下や、不安定な

システムによる業務の遅延、情報の分散化による業務統制の不能

など数々の課題を抱えていた。  

 続いて登壇した地盤ネット 執行役員 CIO 兼情報システム部長

の磯野和幸氏は、これに関連する同社の業務の流れについて説明

した。  
「我々の顧客は工務店やビルダー、大手のハウスメーカーなどで、

こうしたパートナー企業から調査対象となる物件の情報が紙の書

類で手に入り、その情報を我々がスマート地盤システムに入力、仲

介して、調査会社や工事会社、地盤インスペクターに渡すという流

れになる。各々で調査、工事、検査が終わればその結果がスマート

地盤システムに返され、その情報を受けて我々が地盤判定を行い、

顧客にフィードバックする。この時に我々は顧客に対して補償書

を発行するが、この際に受け取るフィーが我々の収益の根幹だ。こ

のシステムは、2012 年 12 月の地盤ネットホールディングスの東

証マザーズへの上場を契機に作ったもので、7300 社が登録してお

り、1 日に約 200～300 物件が上がってくる」（磯野氏）  

 しかし、このスマート地盤システムには、大きく 3 つの課題が

あったという。まずシステムに入力する物件の数が増えてくると

転記ミスが発生するなどして作業効率が低下すること、次に物件

情報や判定情報を管理するシステムや会計システムなど、複数の

システムを連携して利用していたため、情報量が増えるに従って

システムが不安定になり、業務の遅延や停止を招いていたこと、そ

して 3 つめが、その結果、業務統制が全体的に不能な状況になっ

てきたことだ。 
こうした数々の問題を解決するために、同社は“最適な機能設計

に特化する”という発想を捨て、“関係各社の共通プラットフォーム
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を再構築し、住宅業界の IT 化を促進する”ことをシステム開発の

テーマとして掲げて、新たなスマート地盤システム（＝Smart 
Jiban System：SJS）の構築に乗り出した。 

 
■1 か月に処理可能な受注件数は約 1.7 倍に、 
人件費も年間で約 8,100 万円の削減に 

SJS の構築に当たって同社が目指したのは、顧客の利便性の向上、

業界最高水準の無償インフラ、IT 化による業務改革の推進で、シ

ステム要件としては、複数のシステムを統合して関係各社に無償

でシステムを提供し、ワンストップでシームレスな業務連携と業

務の自動化を図ること、また将来のシステム規模の拡大を想定し

てクラウド環境を採用することを決めた。  
 そして最終的に選択したのが、システム開発／運用基盤として

NTT データ イントラマートの提供する intra-mart とそれと連携

するクラウド基盤としての AWS だ。また社内用の拡張サービスと

して、文書管理や掲示板、情報共有、電子申請などの各機能もセッ

トで組み込むことにした。  
「これによって業務効率の向上と、経営判断の迅速化が実現でき

ると考えた」（磯野氏） 

さらに同社ではシステムの改変に合わせて、ビジネスプロセスの

改革も行った。従来は、1.加盟店登録 → 2.加盟店確認 → 3.申込 
→ 4.地盤調査 → 5.地盤解析（一次：部分転圧判定） → 6.地盤解

析（二次：改良工事判定） → 7.補償 → 8.証明書完了納品という

一連のプロセスのすべてに地盤ネットが関わっていたが、ここに

ビルダーや同社のフランチャイズ店、調査会社も取り込み、最適な

当事者が直接担当業務を処理できるフローに再編した。結果、地盤

ネットの主担当プロセスは 1、2、6、7 の 4 つとなった。 
こうして同社ではビジネスプロセスを改革し、新たにシステム

開発／運用基盤とクラウド基盤を導入することで SJS を構築、

2015 年 7 月にリリースした。 
 SJS の構築によって得られる効果としては、以前は月 3000 件

でオーバーフローを起こしていた受注処理が、現状の人員で 5000
件の受注でも対応できるようになったという。またこの仕組みを

導入したことで業務効率が大幅に向上し、年間で約 8,100 万円も

の人件費削減が見込めている状況だ。  
「今回のシステム開発では、システム開発会社の東海ソフトウェ

アにも非常に協力してもらった。設計段階からアジャイル開発を

採用し、まずは一度画面周りを作って、何か違うと感じた部分は随

時修正し、レビューし、実装していくという段取りを踏んだ。ベン

ダの協力が無ければ、今回の仕組みは計画通りに導入することは

できなかっただろう。また BPM は手段であり、目的ではない。

我々の場合はビジネスモデルの再構築をしようと考えた結果が、

BPM だったということだ。この仕組みがさらに発展して、当社の

ビジネスと併せて成長していくことを期待している」（磯野氏） 
 
この記事は、ソフトバンクビジネス+IT（http://www.sbbit.jp）にて取材 

掲載されてものです。      （執筆：西山 毅） 
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物件情報

添付画像

入金情報

工事報告
提携会社

解析情報

調査情報

工事情報

補償情報

請求情報

仕入情報

支払情報

判定

補償

残金

■新システムの概要

シームレスな
業務連携

生産性 により

業務効率の向上

業務統合により
スピーディーな

経営判断

ワンストップで
総合サービスを提供

スマート地盤システム
ワンストップサービス

新「スマート地盤システム」開発構想

業務フロー（ビジネスプロセス）

共通プラットフォーム化による全体構造

ＦＣ
ポータル

Cloud Service（PaaS）

業界最高水準のインフラを無償提供
 統合型フレームワークを採用（最新テクノロジー）
 拡張性の高い柔軟なＩＴ環境の構築
 グローバル経営を見据えたシステム設計
 よりセキュアなネットワークインフラの整備

顧客の利便性向上を追求
 企業間のシームレス連携 ワンストップサービス
 スマートデバイスの積極的活用と推進
 他社連携による住宅関連サービスの供給
 新サービスへの積極的なシステム投資／ワークフロー

住宅申請
サービス

建物検査
サービス

アフター
メンテナンス

家歴管理
サービス

地盤解析サービス

拡張サービス

文書管理
サービス

掲示板
サービス

情報共有
サービス

電子申請
ワークフロー

地盤ネット
ポータル

Intra-Mart Accel Platform（NTT DATA）

年 月完全稼働

化による業務改革を推進
 リアルタイム連携による業務のスピードアップ
 機能最適による完全ペーパーレス化を実現
 保守体制強化による迅速なバージョンアップ
 情報集約による効率的な 投資

新スマート地盤システム

工務店
ポータル

地盤会社
ポータル

申込 調査 解析 補償
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を再構築し、住宅業界の IT 化を促進する”ことをシステム開発の

テーマとして掲げて、新たなスマート地盤システム（＝Smart 
Jiban System：SJS）の構築に乗り出した。 

 
■1 か月に処理可能な受注件数は約 1.7 倍に、 
人件費も年間で約 8,100 万円の削減に 

SJS の構築に当たって同社が目指したのは、顧客の利便性の向上、

業界最高水準の無償インフラ、IT 化による業務改革の推進で、シ

ステム要件としては、複数のシステムを統合して関係各社に無償

でシステムを提供し、ワンストップでシームレスな業務連携と業

務の自動化を図ること、また将来のシステム規模の拡大を想定し

てクラウド環境を採用することを決めた。  
 そして最終的に選択したのが、システム開発／運用基盤として

NTT データ イントラマートの提供する intra-mart とそれと連携

するクラウド基盤としての AWS だ。また社内用の拡張サービスと

して、文書管理や掲示板、情報共有、電子申請などの各機能もセッ

トで組み込むことにした。  
「これによって業務効率の向上と、経営判断の迅速化が実現でき

ると考えた」（磯野氏） 

さらに同社ではシステムの改変に合わせて、ビジネスプロセスの

改革も行った。従来は、1.加盟店登録 → 2.加盟店確認 → 3.申込 
→ 4.地盤調査 → 5.地盤解析（一次：部分転圧判定） → 6.地盤解

析（二次：改良工事判定） → 7.補償 → 8.証明書完了納品という

一連のプロセスのすべてに地盤ネットが関わっていたが、ここに

ビルダーや同社のフランチャイズ店、調査会社も取り込み、最適な

当事者が直接担当業務を処理できるフローに再編した。結果、地盤

ネットの主担当プロセスは 1、2、6、7 の 4 つとなった。 
こうして同社ではビジネスプロセスを改革し、新たにシステム

開発／運用基盤とクラウド基盤を導入することで SJS を構築、

2015 年 7 月にリリースした。 
 SJS の構築によって得られる効果としては、以前は月 3000 件

でオーバーフローを起こしていた受注処理が、現状の人員で 5000
件の受注でも対応できるようになったという。またこの仕組みを

導入したことで業務効率が大幅に向上し、年間で約 8,100 万円も

の人件費削減が見込めている状況だ。  
「今回のシステム開発では、システム開発会社の東海ソフトウェ

アにも非常に協力してもらった。設計段階からアジャイル開発を

採用し、まずは一度画面周りを作って、何か違うと感じた部分は随

時修正し、レビューし、実装していくという段取りを踏んだ。ベン

ダの協力が無ければ、今回の仕組みは計画通りに導入することは

できなかっただろう。また BPM は手段であり、目的ではない。

我々の場合はビジネスモデルの再構築をしようと考えた結果が、

BPM だったということだ。この仕組みがさらに発展して、当社の

ビジネスと併せて成長していくことを期待している」（磯野氏） 
 
この記事は、ソフトバンクビジネス+IT（http://www.sbbit.jp）にて取材 

掲載されてものです。      （執筆：西山 毅） 
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＜第 3 回＞ 
「IT を活用した業務改革」に関する 
実態調査 報告 

日本ビジネスプロセス・マネジメント協会では、2015 年 7 月から 8 月に

かけて、上場企業（3,458 社）を対象に、本調査をアンケート方式で実施し

ました。（回収数：188 社、回収率：5.4％） 

回答企業は、業種で見ると、サービス業・情報通信業からのご回答が多く、

規模的には、中堅から大手企業が中心です。また、ご回答者は、CIO および

情報システム部門長の方々にお願いしました。 
 

 

 

■現状の IT 活用の状況
企業における、IT の活用状況ですが、「受注・出荷・請求・回収・

会計」等の基幹的な業務への活用は、90％に上りますが、一方「販

売チャネル、パートナー、外注といった外部連携への活用は 50％
に達していません。これだけインターネットが普及し、様々なコミ

ュニケーションの手段がある中で、意外な結果です。 
次に、企画・設計、プロジェクト推進、ノウハウ共有等のナレッ

ジマネジメントの領域では、その活用が 30％程度になり、さらに、

需要の変化に応じて販売促進・顧客サービスの調整にまで活用し

ているのは、15％程度にまで下がります。 
IT は、効率化の道具として、十分に定着していますが、今もな

お、外部連携・ナレッジ・調整という変化対応の道具として活用す

ることは難しく、今後の課題であることが分かります。 

●業務改革の成果 
また、過去 5 年間の業務改革によって得られた成果ですが、「情

報の共有化が進んだ」が 52％、「連携が強化された」が 32％と、

間接的（定性的）なものが上位を占めています。 
しかし、「意思決定が変化して売上高に貢献した」は 24％、「現

場の改善が進み利益率が向上した」は 21％であり、直接的（定量

的）成果は、実感できにくいようです。 

●業務改革の手法は模索中 
「業務改革の手

法」については、

「特に手法は採

用しなかった」と

いう会社が実に

90％を占めてい

ます。特定の手法

を使うことが、よ

いとは限りませんが、企業にとって、頼れる業務改革のスタンダー

ド手法が見当たらず、模索中であることが推察されます。 
●情報システム部門の関与

業務改革への情報システム部門の関与は、「個別の改革テーマに

関わって推進している」が 38％で最も多く、次に、「構想段階から

主体的に推進」そして、「基幹系システムにかかる部分の依頼があ

れば対応」が、それぞれ約 31％で続いています。 
また、業務改革に、「ほとんど関与していない」は、0.5％と非常

に少なくなっています。現状では、情報システム部門は、何らかの

関与をしており、その関わり方に、大きな優位差は無いことが分か

ります。 
 

一般社団法人日本ビジネスプロセス・マネジメント協会 
事務局長 横川 省三 

業務改革に特定の

手法を採用した

11%

特に手法は

採用しなかった

89%

業務改革の進め方

14.1%

29.4%

31.1%

48.0%

90.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

需要の変化に応じて、販売促進、顧客サービス

の内容とプロセスを調整する業務に活用

組織的なIT活用の他に、多くの業務に、
現場が独自に作成したアプリケーションを活用

企画・設計、プロジェクト推進、ノウハウ共有等

のナレッジワーク業務に活用

顧客・チャネル、パートナー、外注手配等の

外部連携業務に活用

受注・出荷・請求・回収・会計処理等の業務に活用

ＩＴの活用状況（複数選択可）

10.6%

2.4%

3.5%

6.5%

7.6%

12.9%

12.9%

12.9%

20.6%

21.8%

24.1%

27.1%

32.4%

51.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

その他

顧客単価が維持・向上した

市場シェアが維持・向上した

顧客からのクレームが減少した

新製品・サービスの開発期間の短縮

製品・サービスの品質が向上した

製品・サービスの原価が低減した

既存顧客の満足度が維持・向上した

利益率が維持・向上した

現場での問題解決・改善能力が向上した

売上高が維持・増加した

現場の意思決定の範囲・スピードが向上した

組織・グループ・取引先間の連携が強化した

従業員間の業務知識・情報の共有化が進んだ

過去５年間の業務改革の成果（複数選択可）
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■BPM の導入状況 

IT を活用した業務改革の推進との関係で、BPM の認知状況に

ついて聞いたところ、BPM という言葉を「聞いたことがある」は

64%、「よく知っている」は 26％で、BPM の認知状況は、90％に

まで、拡大してい

ます。しかし、既

に自社内で BPM
に取組んだと答

えた企業は、BPM
を「よく知ってい

る」と回答した

26％の企業の中

で、13％に留まっています。 
●BPM の取組み対象 

BPM に取り組んでいる企業が対象としたプロセスは、「調達・

購買・外注」が 55％で最も多く、「販売・コールセンター」が 50％
と続き、顧客接点系が上位を占めています。 

BPM は、その強みである外部との関係、実際に売上や原価に直

結するプロセスにおいて、重点的に取組まれていることがわかり

ます。また、会計財務に 45％、製造・生産管理、人事・労務にそ

れぞれ 32％と続いており、内部プロセスへの活用も進みつつあり

ます。なお、BPM に取り組んだ企業の業績を見てみると、2005 年

以降 2013 年までに BPM を開始した企業のうち、この 1 年間で売

上または営業利益が上昇した企業は 94％、BPM 未実施の企業で

この業績を得たのは 75％であり、20 ポイント差がでていますの

で、その導入効果が認められるようです。 
●BPM の取組みが与えた影響

「BPM の取組みが、業務改革に与えた影響」として、「属人化

の解消」が 59％、「現場業務の可視化／課題の解決」が 48％、「チ

ームワーク形成」が 44％を占めており、業務改革に BPM を採用

することの狙いに通じています。しかし、目に見える「売上の向上」

等の成果には、まだ、結びつきが弱いという問題があります。 
●BPM 取組みの組織体制

先ほど業務改革において、情報システム部門の関わりについて

紹介しましたが、BPM の取組み体制についても、「情報システム

部門が先導して取り組んだ」が 45％を占め、関わりが強いことが

分かります。 
続いて、「テーマ別にプロジェクトを編成した」が 29％ですが、

「部門内の業務に適用した」は 18％、「推進する部門を新設した」

が 16％であり、BPM の推進には、情報システム部門の関与が不

可欠であり、実際、情報システム部門は BPM の先導役として、そ

の役割を果たしています。 

●BPM 取組みの成功要因と課題

BPM の取組みを成功させるには、「人」、「推進組織」が非常に

重要だと言われています。今回の調査でも、「推進する部門（チー

ム）がある」、「現場教育を実施」、「トップがよく理解し、支援」し

てくれることが成功要因として、選択されています。 

0.5%

30.6%

31.1%

37.7%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0%

業務改革活動との関わりはほとんど無い

業務改革活動の結果として、基幹系システムに

係る部分の依頼があれば対応している

業務改革の構想段階から主体的に推進している

個別の改革テーマに関わって推進している

情報システム部門の関わりについて

2.6%
2.6%
2.6%
2.6%
7.9%

10.5%
13.2%

15.8%
15.8%

21.1%
23.7%

28.9%
31.6%
31.6%

42.1%
44.7%

50.0%
55.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

その他

研究・製品開発

商品企画

施工・工事

広告宣伝・販売促進

設計

法務・コンプライアンス

総務・庶務

品質管理・許認可申請

事業計画・業績管理

物流

顧客サービス

人事・労務

製造・生産管理

情報システム

会計・財務

販売・コールセンター

調達・購買・外注

の対象プロセス（複数選択可）

11.1%

3.7%

11.1%

11.1%

44.4%

48.1%

48.1%

59.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

その他

業務改革につながる成果はなかった

業務アプリケーションの簡単な修正は、

現場でできるようになった

実施した対策の成果を確認しやすくなった

業務プロセスをチームで共有できるようになり、

業務上の連携が深まった

業務の遂行状況がモニタリングでき、問題の

早期把握とタイムリーな対策が可能になった

データが蓄積され、今まで把握できなかった

課題や問題を分析できるようになった

業務プロセスが可視化され、改善が進み、

業務の属人性、業務負荷の偏りが軽減した

の取組みが、業務改革に与えた影響（複数選択可）

10.5%

0.0%

15.8%

18.4%

28.9%

44.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

その他

個人が、自分の業務に適用した

推進する部門を新設した

特定の部門で、部門内の業務に

適用した

テーマ別にプロジェクトを編成した

情報システム部門が先導して取組んだ

取組みの組織体制（複数選択可）

既に取組みを

開始している,
13.1%

現在、取組むため

の検討をしている, 
8.5%

取組みを検討した

が採用しなかった, 

3.4%

取組みの検討

はしなかった, 

75.0%

BPMの取組み状況
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BPM の取組みを成功させるには、「人」、「推進組織」が非常に

重要だと言われています。今回の調査でも、「推進する部門（チー

ム）がある」、「現場教育を実施」、「トップがよく理解し、支援」し

てくれることが成功要因として、選択されています。 
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の対象プロセス（複数選択可）
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業務改革につながる成果はなかった

業務アプリケーションの簡単な修正は、

現場でできるようになった

実施した対策の成果を確認しやすくなった

業務プロセスをチームで共有できるようになり、

業務上の連携が深まった

業務の遂行状況がモニタリングでき、問題の

早期把握とタイムリーな対策が可能になった

データが蓄積され、今まで把握できなかった

課題や問題を分析できるようになった

業務プロセスが可視化され、改善が進み、

業務の属人性、業務負荷の偏りが軽減した

の取組みが、業務改革に与えた影響（複数選択可）
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既に取組みを

開始している,
13.1%

現在、取組むため

の検討をしている, 
8.5%

取組みを検討した

が採用しなかった, 

3.4%

取組みの検討

はしなかった, 

75.0%

BPMの取組み状況
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一方、BPM の取組み時の苦労は、逆に「トップの理解と支援を

もらうこと」という回答のウエートが意外に高く、さらに、「現場

の協力を得ること」に、最も苦労しており、次に「推進要員のスキ

ル向上」が続きます。 
トップマネジメントがスポンサーシップになることは、現場の

変えたくないという気持ちを変えられることであり、現場を巻き

込むにしても、トップの理解の下にしっかりした推進体制ができ

ていることが成功の鍵のようです。 

●BPM に取組まない理由

また、実に 4 分 3 の企業が、BPM に取組んでいませんが、その

理由として、最も多かったのが「成果が明確にならない」でした。 
さらに、業務改革あるいは BPM を実施することに、トップの賛

同は得やすいが、「取組みのコストが高い」こともあり、全社的な

サポートを引き出すには、事業レベルの成果を明確に出すことが、

必須ということになります。 

 

■BPM の成果に向けて 
BPM で、本当に成果を上げるというのはどういうことなのか、

やはり事業の課題を解決して「業績を上げる」ことでしょう。 
では、「業績を上げるために何をすればいいのか」、そして「BPM

で一体何ができるのか」というと、そのためには「対象プロセスの

重点化」が不可欠です。 
トップから見て、自社にはどのようなビジネスプロセスがあり、

ビジネス上の改善の必要性と、BPM というアプローチの適合性か

ら見て、どのプロセスを重点化するかの方針設定が必要です。 
「経営とＩＴの融合」という言い方がありますが、あくまで視座

は事業に置いて考え、最初に取り組むプロセスで確実に成果を上

げなければなりません。 
今回の調査では、BPM で取組んでいるプロセスは、「販売／調

達・購買」系が上位にありますが、やはり成果を明確にしやすいと

いうことでしょうか。そして、これを誰が、どういう体制でやるの

かによって、企業内で「このプロジェクトは本気だ、トップは本気

だ」と思われることになります。それを作り上げるのがトップの役

割だと言えます。 

弊会では、外部の見識者、実務家と相談して BPM を進める枠組

みを、「BPM 推進フレームワーク」として三つの環に纏め、その

主体とステップを紹介しています。「プロセスの改革推進」はトッ

プ主導で実施し、「プロセス開発」はプロジェクトのことであり、

「プロセスオペレーション」は現場が主導します。※次ページ参照 
「プロセスオペレーション」で、毎日、改善サイクルを回し、変

化をしっかり受け止めて、BPM の技術を適用することです。 
基幹システムを作るようなウオーターフォール型のアプローチ

は、BPM にはなじみません。日々の KPI の変化や目標に合わせ

て、現場主導でプロセスを臨機応変に変え、それを即実現するとい

うのがそもそもの BPM の狙いです。その実現のため、ぜひ BPM
にチャレンジしていただくことを願っています。  
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に取組まなかった理由（複数選択可）
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[参考] BPM と BPMN・BPMS：BPM 推進フレームワークと推進ステップ 

PC: プロセス改革推進（初期計画）
•P-1. 改革テーマの抽出
•P-2. BPMプログラムの組織化
•P-3. 成果目標の設定

PD：プロセス開発

•Step1. 個別プロジェクトの設定と計画
•Step2. 現状分析
•Step3. 再設計
•Step4. 実装と配備

PO：プロセス・オペレーション

•Step5. 適用
•Step6. 最適化

PC：プロセス改革推進（再計画）

•Step7. 実績の評価
•Step8. BPMプログラムの再編成
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「ＩＴを活用した業務改革」に関する実態調査の概要

本調査は、以下の２つの視点を目的として、2015年 7月～9月に実施しました。 
・上場企業における、「業務改革」の実態を、その担い手である情報システム部門を対象に、改革を推進する立場から見た現状と課題 
・ＩＴを活用した業務改革の手法として、ビジネスプロセス・マネジメント（BPＭ）が、コスト削減・効率化に加えて、顧客価値、
サービス価値の向上の側面で活用され始めているため、「業務改革」における「BPＭ」の取組み実態、有効性および導入方策 

※調査の対象：上場企業（3,458社）の CIOおよび情報システム部門長 

● 回答企業の業種（N=187） 
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「ＩＴを活用した業務改革」に関する実態調査の概要

本調査は、以下の２つの視点を目的として、2015年 7月～9月に実施しました。 
・上場企業における、「業務改革」の実態を、その担い手である情報システム部門を対象に、改革を推進する立場から見た現状と課題 
・ＩＴを活用した業務改革の手法として、ビジネスプロセス・マネジメント（BPＭ）が、コスト削減・効率化に加えて、顧客価値、
サービス価値の向上の側面で活用され始めているため、「業務改革」における「BPＭ」の取組み実態、有効性および導入方策 

※調査の対象：上場企業（3,458社）の CIOおよび情報システム部門長 

● 回答企業の業種（N=187） 
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A会場（ホール1＋2）
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日本アイ・ビー・エム株式会社

自動化された最適な判断が最大の効果につながる  
―ルール・エンジンが駆動する意思決定のライフサイクル―

（ ）の最先端事例、技術を紹介する第 回「 フォー

ラム 」が、 年 月 日（水）に、東京・千代田区・丸の内 タワー ホール＆カ

ンファレンスで、開催されました。この中から、 による改善の限界を超えるための自動

化ツールの活用について、日本アイ・ビー・エム株式会社の講演を紹介します。 

 

 

1.IBM BPM 製品の歴史 
BPM を支える IBM 製品には、古くはホ

ストシステム上で動くMQ Workflowなどが

ありましたが、2004 年頃からオープン系

(Linux, Windows)基盤で稼働する BPM ソフ

トウェアを開発・販売しています。 

過去の BPM を支えていた IT システムの

コンセプトでは、まず「Model」で BPMN

（Business Process Modeling Notation：ビジネ

スプロセスモデリング表記法）を使って業

務プロセスを可視化します。次の「Assemble」

は、プロセス開発およびサービス連携の段

階です。BPMN で書いた用語をそのまま動

かすのではなく、システム連携用の言語で

あ る BPEL （ Business Process Execution 

Language）という XML ベースの言語に変換

して各サービスのモジュールをつないでい

きます。そして、「Deploy」で JAVA ベース

の実行基盤上でプロセスを実行し、さらに

「Manage」でそのプロセスを管理・監視し

ます。この四つの段階を回していくという

提案をしていたわけです。 

2004 から 2010 年までは、IBM をはじめ

ソフトウェアベンダーは、オープン化や標

準化に力を入れていました。XML スキーマ

や BPEL、XPDL などいろいろな仕様があ

り、それぞれの仕様間でどう変換するか、

さらに複数ベンダーが相乗りしてもちゃん

とつながるのを担保することに非常に注力

して、製品の拡張をしていました。 

このようなコンセプトがありながらも、

BPM を支える IBM 製品は、開発は要件定

義のタイミングで BPMN を書いて業務プ

ロセスを定義し、システム上どのようにつ

ながるかという設計をし、インターフェー

スの定義をきれいにする。設計が終わった

ものは JAVA で開発していくというウォー

ターフォール・モデルで、BPEL に代表され

るシステム基盤にフォーカスしていました。 

IBM では既存システムをお持ちのお客さ

まが多いので、そのシステムを生かしなが

ら新しいビジネス・プロセスを定義してい

くという流れで拡張していっていたわけで

す。こうした IBM や大手海外ベンダーが注

力していた「システム中心プロセス」は、

頑健なシステムを作ること、特に設計の観

点にフォーカスしたことから、開発のスピ

ードが落ちてしまうという課題がありまし

た。一方で、その課題に対応すべく、人が

行うワークフローをシステムに落とし込む

「人間中心プロセス」の流れもありまし

た。多くの会社が標準化よりも、早く作

って動かして、業務で使えることがメリ

ットであるという観点で製品を出すよ

うになり、アメリカでは 2007～2009 年

ごろに、この考え方が主流になりました。 

この流れのトップベンダーだった

Lombardi 社は、BPMN で書いたものをそ

のままサーバーで動かす形で製品を作

っていました。独自のフロー記述言語で

はなく、BPMN を使用していたことで、IBM

製品の戦略と親和性が高かったため、IBM

は Lombardi 社を買収し、2011 年に製品の統

合を完了し、バージョンアップを重ねて今

に至っています。Lombardi 社のアジャイル

BPM を実現するための BPMN エンジンと、

もともとあった WebSphere の BPEL エンジ

ンを採用することにより、「システム中心プ

ロセス」と「人間中心プロセス」の両方の

ワークフローをサポートできるエンジンを、

一つのサーバー上に組み込んで IBM BPM

として提供しています。 

 

BPM アプリケーションを

高速に開発するメソドロジー

Lombardi 社は、90 日以内にサービスイン

するという、BPM アプリケーションを高速

に開発するメソドロジーを持っていました。

開発の各段階として、まず、プレイバック

0 はプロセスの定義です。業務ユーザーと

共に BPM を適用するプロセスの投資対効

果(ROI)について確認を行う重要な段階で

す。次に、プレイバック 1 はプロセスの構

築で、業務フローと画面を作ります。ユー

ザーと共に作業するのが肝要で、各段階で

意思の疎通を確認します。さらに、プレイ

バック 2 では、最初に決めたスケジュール

や ROI の観点も含め、システム連携につい

て細かく詰めます。最後に、プレイバック

3 でデリバリーの洗練、発生頻度の低いケ

ースのモデル化、検索機能の拡張など、細

かいところを作り込みます。そして、プレ

イバック 1～3 の各段階で Requirements、

Design、Build、Test のサイクルを繰り返し、

運用に入ります。 

日本アイ・ビー・エム株式会社

システムズ・ソフトウエア事業部

横谷 信太郎 氏 

協賛社セッション
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日本アイ・ビー・エム株式会社

自動化された最適な判断が最大の効果につながる  
―ルール・エンジンが駆動する意思決定のライフサイクル―

（ ）の最先端事例、技術を紹介する第 回「 フォー

ラム 」が、 年 月 日（水）に、東京・千代田区・丸の内 タワー ホール＆カ

ンファレンスで、開催されました。この中から、 による改善の限界を超えるための自動

化ツールの活用について、日本アイ・ビー・エム株式会社の講演を紹介します。 

 

 

1.IBM BPM 製品の歴史 
BPM を支える IBM 製品には、古くはホ

ストシステム上で動くMQ Workflowなどが

ありましたが、2004 年頃からオープン系

(Linux, Windows)基盤で稼働する BPM ソフ

トウェアを開発・販売しています。 

過去の BPM を支えていた IT システムの

コンセプトでは、まず「Model」で BPMN

（Business Process Modeling Notation：ビジネ

スプロセスモデリング表記法）を使って業

務プロセスを可視化します。次の「Assemble」

は、プロセス開発およびサービス連携の段

階です。BPMN で書いた用語をそのまま動

かすのではなく、システム連携用の言語で

あ る BPEL （ Business Process Execution 

Language）という XML ベースの言語に変換

して各サービスのモジュールをつないでい

きます。そして、「Deploy」で JAVA ベース

の実行基盤上でプロセスを実行し、さらに

「Manage」でそのプロセスを管理・監視し

ます。この四つの段階を回していくという

提案をしていたわけです。 

2004 から 2010 年までは、IBM をはじめ

ソフトウェアベンダーは、オープン化や標

準化に力を入れていました。XML スキーマ

や BPEL、XPDL などいろいろな仕様があ

り、それぞれの仕様間でどう変換するか、

さらに複数ベンダーが相乗りしてもちゃん

とつながるのを担保することに非常に注力

して、製品の拡張をしていました。 

このようなコンセプトがありながらも、

BPM を支える IBM 製品は、開発は要件定

義のタイミングで BPMN を書いて業務プ

ロセスを定義し、システム上どのようにつ

ながるかという設計をし、インターフェー

スの定義をきれいにする。設計が終わった

ものは JAVA で開発していくというウォー

ターフォール・モデルで、BPEL に代表され

るシステム基盤にフォーカスしていました。 

IBM では既存システムをお持ちのお客さ

まが多いので、そのシステムを生かしなが

ら新しいビジネス・プロセスを定義してい

くという流れで拡張していっていたわけで

す。こうした IBM や大手海外ベンダーが注

力していた「システム中心プロセス」は、

頑健なシステムを作ること、特に設計の観

点にフォーカスしたことから、開発のスピ

ードが落ちてしまうという課題がありまし

た。一方で、その課題に対応すべく、人が

行うワークフローをシステムに落とし込む

「人間中心プロセス」の流れもありまし

た。多くの会社が標準化よりも、早く作

って動かして、業務で使えることがメリ

ットであるという観点で製品を出すよ

うになり、アメリカでは 2007～2009 年

ごろに、この考え方が主流になりました。 

この流れのトップベンダーだった

Lombardi 社は、BPMN で書いたものをそ

のままサーバーで動かす形で製品を作

っていました。独自のフロー記述言語で

はなく、BPMN を使用していたことで、IBM

製品の戦略と親和性が高かったため、IBM

は Lombardi 社を買収し、2011 年に製品の統

合を完了し、バージョンアップを重ねて今

に至っています。Lombardi 社のアジャイル

BPM を実現するための BPMN エンジンと、

もともとあった WebSphere の BPEL エンジ

ンを採用することにより、「システム中心プ

ロセス」と「人間中心プロセス」の両方の

ワークフローをサポートできるエンジンを、

一つのサーバー上に組み込んで IBM BPM

として提供しています。 

 

BPM アプリケーションを

高速に開発するメソドロジー

Lombardi 社は、90 日以内にサービスイン

するという、BPM アプリケーションを高速

に開発するメソドロジーを持っていました。

開発の各段階として、まず、プレイバック

0 はプロセスの定義です。業務ユーザーと

共に BPM を適用するプロセスの投資対効

果(ROI)について確認を行う重要な段階で

す。次に、プレイバック 1 はプロセスの構

築で、業務フローと画面を作ります。ユー

ザーと共に作業するのが肝要で、各段階で

意思の疎通を確認します。さらに、プレイ

バック 2 では、最初に決めたスケジュール

や ROI の観点も含め、システム連携につい

て細かく詰めます。最後に、プレイバック

3 でデリバリーの洗練、発生頻度の低いケ

ースのモデル化、検索機能の拡張など、細

かいところを作り込みます。そして、プレ

イバック 1～3 の各段階で Requirements、

Design、Build、Test のサイクルを繰り返し、

運用に入ります。 

日本アイ・ビー・エム株式会社

システムズ・ソフトウエア事業部

横谷 信太郎 氏 
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日本アイ・ビー・エム株式会社 
詳細・お問い合わせ：  

作業は、主要な少人数のメンバーで進め

ます。小規模な案件では迅速に作ることを

優先しますが、規模が大きくなると従来の

ウォーターフォール型の方がフィットする

ケースもあるので、規模や効果、現行シス

テムを勘案し、プレイバック 0 で流れを決

めておく必要があります。 

従来のツールは、線を引いたものを紙に

出力し、話をしながら詰めていく形で、シ

ステムとして動くかどうかを判断できるの

は後のフェーズでした。しかし、IBM 製品

では、BPMN のフローを書けばサーバー上

でタスクの実行をその場で確認できます。

これによって、書いたプロセスがシステム

として稼働させられるのかを早いタイミン

グで作りながら確認できるようになったこ

とが特徴です。開発のメソドロジーは、ツ

ールとスタイルの変革によって、開発期間

の大幅短縮に寄与しています。 
 

業務を回しながら改善を実現する機能

IBM BPM には、ユーザーが通常の業務を

回しながら改善できるように、次の機能を

ツールの中に組み込んでいます。 

①ダッシュボードで業務

を見える化する機能―実

行した情報は全てサーバ

ーで保存され、グラフ化

される機能がデフォルト

で入っています。 

②特定のプロセス・イン

スタンスの確認機能―行

った処理は全てトラッキ

ングしているので、ブラ

ウザでの確認が可能です。 

③チ ー ム 単位のワーク

ロード管理を容易にする

機能。 

④どのようなコラボレー

ションが行われてきたか

を確認する機能―社内で

の処理作業がログで見ら

れるようになっています。 

 

さらなる自動化を実現

する ODM
BPM を支える IT は、作

る期間を短く、業務を回しながらの改善に

寄与してきました。ところで、改善は、も

う限界なのかというと、われわれは、今ま

で人でなければできないと思われていた業

務をコンピューターが自動的にできるよう

になれば、さらなる改善は可能と考えてい

ます。BPM のさらなる効率化が、どの業界

でも注目されるようになっていますが、そ

の適用例をご紹介します。 

例えば、生命保険会社からは、生命保険

の新規契約における事前活動、試算・設計

書作成、申込書作成、告知・告知書作成、

査定、口座振替登録という一連の流れのう

ち、特に時間がかかっていた申込書作成、

告知、査定を自動化したいという依頼が増

えています。病歴が告知されると、その病

種ルールに加えて喫煙等の環境ルール、商

品のルールを総合的に判断して細かく査定

しますが、これには大変な手間と時間がか

かる上、結果がブレてはいけませんので、

学習と経験が要求されます。ここで IBM の

Operational Decision Manager（ODM）を使う

ことにより、一気通貫で処理して即時に回

答することが可能になります。複数の入力

データから最新の検査データの選定あるい

は、複数存在する病種関連の数値データか

ら有効なデータ選定を行い、これらの必要

なデータと告知書の内容を基に、人間の判

断経路に近いディシジョン・ツリーで判定

したり、各種の病種のルールを表形式でま

とめられたディシジョン・テーブルで判定

したり、最終的な判断としての判定結果を

即時に導き出します。 IBM の ODM は、

業務部門の方がルールをメンテナンスでき

ることが他社製品との大きな違いです。ま

た、クラウド環境等も提供していますので、

業務ユーザーが作ったルールを IBM のホ

ストを始めとした様々な基盤上で実行でき

るという特長もあります。 WATSON が自

然言語の文章を解析して、可能性のある答

えを何パターンか出してくるのに対し、

ODM は構造化されたデータを処理して、

結果を出すのが特徴ですので、使い分けを

して頂いています。また、BPM のシステム

からは、ODM を呼び出すことが可能なの

で、組み合わせて使うこともできます。 

IBM BPM は、より業務ユーザーにとって

便利に、使いやすくなってきており、通信・

メディア、銀行、医療等、さまざまな業界

で使っていただけるようになって、自動化

の範囲がますます広がっていますが、「費用

が高額なんでしょう？」と必ず言われます。

これは、システム基盤を自社に持つ必要が

あり、そのための基盤構築および運用保守

費用がかかってくるところから大規模なケ

ースじゃないとROIがでないという発想か

らだったかと思います。 

IBM では、BPM サーバーの製品群にもク

ラウド版を提供していますので、自社で基

盤を持ちたくない、ROI を検討する際に当

初の費用を抑えたい等、インフラ構築や運

用のコストを削減できるようになっていま

す。また、BPM on Cloud、ODM on Cloud、

WATSON の他、BPMN による可視化専用ツ

ールである Blueworks Live もありますので、

ご相談いただければと思います。 
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インタセクト・コミュニケーションズ株式会社 

企業の成長の柱となるコンプライアンスを実現する為に 

―プロセスの可視化から始める効率改善とコンプライアンスの同時実現― 

BPM（Business Process Management）の最先端事例、技術を紹介する第 10 回「BPM フォーラ

ム 2015」が、2015 年 11 月 11 日（水）に、東京・千代田区・丸の内 JP タワー ホール＆カンファ

レンスで、開催されました。この中から、企業の喫緊の課題であるコンプライアンスそして電子

帳票保存法の改正を業務効率に生かすためのポイントについて、インタセクト・コミュニケーショ

ンズおよび SKJ 総合税理士事務所の講演よりご紹介します。 

 
1.コンプライアンス推進のポイント 

 「コンプライアンス」は、今や企業にと

って最も重要なキーワードになりつつあり

ます。しかし、グローバル化の進展や情報

通信技術の発達によりリスクの影響が劇的

に拡大しながらも、コンプライアンスはい

まだ十分ではありません。 

 コンプライアンス推進のポイントは、ま

ず、コストが掛かるだけでメリットが少な

いと決め付けるのではなく、コンプライア

ンスと業務の効率改善を同時に実現するこ

とです。また、事故が起きる原因として、

企業の仕組みでなく多くが人の問題ですの

で、人の活動を可視化して統制できれば、

予防に有効です。そして、わが社は大丈夫

という油断は大きなリスクになりますので、

トップ自らが推進し、コンプライアンス体

制を構築することが大切です。 

 

2.インタセクト・コミュニケーションズが 
掲げる BPM 

 弊社は、システム関連サービス、Web マ

ーケティング支援、電子署名・電子認証、

BPM コンサルティングを業務の柱として

います。この 5 年で取引数を約 3 倍に伸ば

し、管理部門の社員数は 25％削減しました。

これは、業務削減ができたということで、

自ら実施した BPM の成果といえます。 

 弊社の BPM のコンセプトは、業務全体

を森に見立て、個々のプロセスである木を

育てるイメージです。全体を見て、必要な

箇所に必要なプロセスとシステムを構築し

ます。今年特に成長したテーマは、まず、

業務のキャッチボールに特化した業務フロ

ーです。弊社では、業務のナビゲーション

に特化した業務フローとして「業務 navi」

という製品を提供しています。もう一つは、

今年の電子帳簿保存法改正に伴うスキャナ

保存に関するプロセスです。規制緩和によ

りペーパーレスにつながりますが、メリッ

トを享受するには内部統制が重要です。 

 

3.電子帳簿保存法とは 

 従来、国税関連帳簿書類は紙での保存が

義務付けられていました。しかし、データ

で保存したいという要望が高まり、1998 年

に電子帳簿保存法が施行され、2005 年にス

キャナ保存制度が導入されました。 

 今年は規制緩和が行われ、対象となるも

ののうち、仕訳帳や総勘定元帳などの国税

関係帳簿や決算関係書類については、作成

したデータをそのまま保存できるようにな

りました。取引関係書類も同様にデー

タ保存でき、紙書類はスキャニングし

ての保存が可能となりました。従来と

同様、原則として納税地に 7 年間保存

することになっています。 

欠損金の繰越控除を利用している

法人は最長 10 年となります。 
 
4.帳簿書類のデータ保存 

 データ保存の際、国税関係帳簿と決

算関係書類で、それぞれ記載項目が定めら

れています。例えば仕訳帳では、全ての取

引について、取引年月日、内容、勘定科目、

金額の項目があります。 

 対象は「自己が最初の記録段階から一貫

して電子計算機を使用し作成する帳簿・書

類」と規定されています。つまり、入力の

最初から最後まで電子計算機の使用を貫く

ということです。業務データベースと会計

データベースではシステム間の自動連携が

必須です。 

 保存要件は、真実性の確保という観点か

ら、訂正削除履歴が必要とされています。

さらに、他のデータと相互に関連する項目

をもって確認できること（相互関連性）、操

作マニュアルなど関係書類の備え付けも求

められます。また、可視性の確保の観点か

らは、整然かつ明瞭な状態で出力できるこ

と（見読可能性）や検索機能が必要とされ

ています。 

5.国税関係書類のスキャナ保存制度 

 スキャナ保存対象書類は「国税関係書類

のうち、取引に関して相手方から受け取っ

た取引書類及び自己が作成した取引書類の

写し」と定められており、見積書、請求書 

インタセクト・コミュニケーションズ株式会社 

新規事業本部 コンサルティングチーム部長 

櫻井 隆博 氏 

SKJ総合税理士事務所 

税理士 

坂本 真一郎 氏 

協賛社セッション

16

Copyright(C) 2015 Intasect Communications. Inc. All Rights Reserved. 

全体を森に見立て個々のプロセス(木)を育てる

全体最適

開拓
経
費
申
請･

精
算
プ
ロ
セ
ス

（
ス
キ
ャ
ナ
保
存･

タ
イ
ム
ス
タ
ン
プ
）

業務navi
(ヒューマンセントリックな業務に着目

業務のナビゲーションに特化)

インタセクトBPMのコンセプト



1 

インタセクト・コミュニケーションズ株式会社 

企業の成長の柱となるコンプライアンスを実現する為に 

―プロセスの可視化から始める効率改善とコンプライアンスの同時実現― 

BPM（Business Process Management）の最先端事例、技術を紹介する第 10 回「BPM フォーラ

ム 2015」が、2015 年 11 月 11 日（水）に、東京・千代田区・丸の内 JP タワー ホール＆カンファ

レンスで、開催されました。この中から、企業の喫緊の課題であるコンプライアンスそして電子

帳票保存法の改正を業務効率に生かすためのポイントについて、インタセクト・コミュニケーショ

ンズおよび SKJ 総合税理士事務所の講演よりご紹介します。 

 
1.コンプライアンス推進のポイント 

 「コンプライアンス」は、今や企業にと

って最も重要なキーワードになりつつあり

ます。しかし、グローバル化の進展や情報

通信技術の発達によりリスクの影響が劇的

に拡大しながらも、コンプライアンスはい

まだ十分ではありません。 

 コンプライアンス推進のポイントは、ま

ず、コストが掛かるだけでメリットが少な

いと決め付けるのではなく、コンプライア

ンスと業務の効率改善を同時に実現するこ

とです。また、事故が起きる原因として、

企業の仕組みでなく多くが人の問題ですの

で、人の活動を可視化して統制できれば、

予防に有効です。そして、わが社は大丈夫

という油断は大きなリスクになりますので、

トップ自らが推進し、コンプライアンス体

制を構築することが大切です。 

 

2.インタセクト・コミュニケーションズが 
掲げる BPM 

 弊社は、システム関連サービス、Web マ

ーケティング支援、電子署名・電子認証、

BPM コンサルティングを業務の柱として

います。この 5 年で取引数を約 3 倍に伸ば

し、管理部門の社員数は 25％削減しました。

これは、業務削減ができたということで、

自ら実施した BPM の成果といえます。 

 弊社の BPM のコンセプトは、業務全体

を森に見立て、個々のプロセスである木を

育てるイメージです。全体を見て、必要な

箇所に必要なプロセスとシステムを構築し

ます。今年特に成長したテーマは、まず、

業務のキャッチボールに特化した業務フロ

ーです。弊社では、業務のナビゲーション

に特化した業務フローとして「業務 navi」

という製品を提供しています。もう一つは、

今年の電子帳簿保存法改正に伴うスキャナ

保存に関するプロセスです。規制緩和によ

りペーパーレスにつながりますが、メリッ

トを享受するには内部統制が重要です。 

 

3.電子帳簿保存法とは 

 従来、国税関連帳簿書類は紙での保存が

義務付けられていました。しかし、データ

で保存したいという要望が高まり、1998 年

に電子帳簿保存法が施行され、2005 年にス

キャナ保存制度が導入されました。 

 今年は規制緩和が行われ、対象となるも

ののうち、仕訳帳や総勘定元帳などの国税

関係帳簿や決算関係書類については、作成
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4.帳簿書類のデータ保存 
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などがこれに当たります。2015 年 3 月に規

制緩和のため、電子帳簿保存法が改正され、

税込 3 万円未満という金額基準は撤廃され

ました。 

 入力のタイミングは、①速やかに入力、

②業務サイクル後速やかに入力、③適時入

力の 3 通りです。 

①は書類の授受または作成後 7 日以内 

②は通常の業務処理に要する期間（1 カ月

以内）の経過後 7 日（37 日）以内 

③は物や金の流れに直結しない見積書や発

注書などで、期間的な制約はありません。 

いずれも入力後はタイムスタンプと入力者

情報を付与します。従来は実印レベルの電

子署名が必要でしたが、これも今回、撤廃

されました。 

 今回の改正の肝は、適正事務処理要件と

して「相互に関連する当該各業務について

それぞれの者が行う体制（相互けん制）」、

「当該各事務に係る処理の内容を確認する

ための定期的な検査を行う体制及び手続

（定期的な検査）」、「当該各事務に係る処理

に不備があると認められた場合において、

その報告、原因究明及び改善のための方策
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たことです。 

 備え付けるべき文書は、国税関係書類の
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ています。タイムスタンプは各拠点で付与

できます。電子署名が撤廃され、各拠点で

処理作業がしやすくなりました。 
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6.電子帳簿保存法の申請等の手続き 

 新規申請する場合、「帳簿」「書類」「スキ
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ンの画面で手順書（マニュアル）を確認し、

その通りに進めるだけで、簡単・確 実 に

業務が遂行できます。進捗はフローチャー

トで確認でき、作業の履歴（証跡）は自動

的に保存されます。企業において 70％の業

務はヒューマンセントリック（人間主体）

ですので、効率改善と統制を同時に実現で

きます。また、マイナンバー関連業務など
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【お問い合わせ先】 

インタセクト・コミュニケーションズ 株式会社 

🏣🏣🏣🏣101-0052東京都千代田区神田小川町3-1 BMビル 

《新規事業本部》 
T E L：03-3233-3553 
E-mail：cordys-consulting@intasect.co.jp 
U R L：http://www.intasect.com/ 
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10 の事例に見る企業競争力を強化する

BPM の適用領域とその効果 
BPM（Business Process Management）の最先端事例、技術を紹介する第 10 回「BPM フォー

ラム 2015」が、2015 年 11 月 11 日（水）に、東京・千代田区・丸の内 JP タワー ホール＆カンファレン

スで、開催されました。この中から、自社の企業競争力を高めるため、顧客接点プロセスの強

化、また取引先接点や納品プロセス等にスポットが当った事例を中心に、IT 基盤としての

「intra-mart」の活用方法ついて、株式会社 NTT データイントラマートの講演よりご紹介します。 

 

1.会社概要/市場調査 

 NTT データイントラマートは、NTT デー

タの社内ベンチャー制度から生まれ、2000

年 2 月に独立した会社です。グローバルに

事業展開を進めており、2011 年 4 月には IT

大手調査会社ガートナー社の「注目ベンダ

ー（Cool Vendor）」にも選定されています。 

 弊社のビジョンは、「intra-mart」をお客様

の全社共通プラットフォームのシステム共

通基盤として提供し、IT 投資の効率化と業

績向上に貢献することであり、手軽に使え

るツールを目指し、国内外のセールスパー

トナー150 社、開発パートナー100 社ととも

に活動しています。 

 弊社では、「intra-mart」の最新版として、

2012 年に「intra-mart Accel Platform」をリリ

ースしましたが、もともとワークフロー市

場では 8 年連続ナンバーワンであり、さら

に業務プロセスを内製化できる仕組みにも

発展させたことで、ユーザー数も飛躍的に

伸びています。現在、クラウドでの利用を

除いても、4000 社に導入していただいてい

ます。 

 最近、IT 投資の流れは明らかに変化して

います。運用・管理に掛かるコストは極力

共通化・コモディティ化して削減し、利益

につながり企業競争力を左右する領域が重

視されています。特に重要度が高いとされ

ているのは、IT 基盤の統合・再構築、ビジ

ネスプロセスの可視化・最適化、ビジネス

系システムのクラウドへの移行です。また、

IT 専門の調査会社である IDC Japan は、パ

ブリッククラウドサービスが新しい事業価

値を創出し、IT 需要を喚起する鍵になると

して、その発展を注視しています。 

2.顧客接点強化プロセスと事例 ～開発手法含む 

 「intra-mart」は、これまで主に情報系・

基幹系の業務アプリケーションに使われてきま

したが、2～3 年前から企業競争力を高める

領域で使われる事例が増えてきました。そ

の中で、特に多いのが顧客接点強化プロセ

スにおける活用ですが、他にも取引先接点

や納品プロセスにスポットが当てられた事

例が出てきています。 

 例えば、顧客接点業務では、顧客との接

点から始まる業務プロセスを重視し、顧客

と自社の間の情報のやりとりを、直接、社

内のプロセスにつなげ、顧客に答えを返し

ていきます。具体的には、サービス申込受

付プロセス、修理保守受付プロセス、創客

プロセスなどの構築事例が増えています。 

 また、手配から納品に至る業務では、顧

客に製品やサービスを届ける過程で例えば

納入前に受注生産での生産工程、工事を伴

う納品やキッティング（導入作業）などで

付加価値を付ける業態の企業は、作業の見

える化・効率化・品質向上が期待されてい

ます。さらに、サプライヤー（取引先）と

のプロセスにおいては、サプライヤーと一

体となることで、顧客への対応スピードや

質を向上させることができます。 

 次に、intra-mart 化することでの具体的な

改善を、自動車修理業者を例に説明します。

他の業務プロセスも同様に部品の組み合わ

せ方で具現化できます。 

修理受付業務プロセスは、お客さまから

修理の依頼があると、「受付でスケジュール

調整し、難易度を判定して修理スタッフを

手配。修理が完了すると精算してエビデン

スをファイリングする」というのが従来の

流れです。このプロセスは、非常に

手間と時間がかかる上に、社内はも

とより外部委託などしていれば進

捗が見えず、関連部署が多いために

二重入力になるなどの問題があり

ました。 

 これを「intra-mart」で改善すると

(デモンストレーションから)、まず、

顧客自身が会員化された ID により

Web 画面から修理の希望日時、車の状態な

ど依頼内容を入力できるようになります。

その際、写真を撮って状況を添付すること

もできます。次に、受付者は依頼内容(修理

内容や希望納期)を確認し、難易度、必要人

数に応じて修理スタッフを自動的に判断し

たうえで、すべての情報が該当修理スタッ

フのモバイルに通知され、承認されるとス

ケジュール登録が完了します。修理スタッ

フに対する指示や注意事項の入力には、

「IM-Annotation」という機能を使えば、修

理箇所を特定するための写真やスキャン文

書を付与でき、コメントも書き込めます。

修理の現場でも過去の対応履歴を参照でき

るため、的確な対応ができ、必要に応じて

本社技術スタッフと故障原因の特定や修理

方法についてのやりとりができます。 

株式会社 NTTデータイントラマート 

ナレッジセンター長 evangelist 

久木田 浩一 氏 

協賛社セッション
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intra-martユーザの適用領域

大分類 業務名

顧客接点強化プロセス

受付業務
接客業務
創客業務

顧客・代理店
対応日常業務

取引先接点プロセス 購買業務
納品プロセス 納品業務

保全業務プロセス 生産業務

リスク管理プロセス
契約管理

公的研究費利用業務
案件型業務プロセス 受注業務
共通業務プロセス 攻めの経費旅費精算

計画業務プロセス
予算管理業務
新商品開発業務
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手間と時間がかかる上に、社内はも

とより外部委託などしていれば進

捗が見えず、関連部署が多いために
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 これを「intra-mart」で改善すると

(デモンストレーションから)、まず、

顧客自身が会員化された ID により

Web 画面から修理の希望日時、車の状態な
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書を付与でき、コメントも書き込めます。

修理の現場でも過去の対応履歴を参照でき

るため、的確な対応ができ、必要に応じて

本社技術スタッフと故障原因の特定や修理

方法についてのやりとりができます。 

株式会社 NTTデータイントラマート 

ナレッジセンター長 evangelist 

久木田 浩一 氏 
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部品在庫なども即時確認できるため、ス

ピーディな修理対応によりお客さまの満足

度も高まります。顧客は、専用のポータル

画面から作業の進捗を確認できる他、見積

り金額や納品の予定など直接やりとりがで
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修理が完了すると、請求書の発行やモバイ
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 また、請求に必要なデータも基幹システ

ムに送られるなど手作業は必要ありません

ので、顧客との接点（起点）から社内プロ
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ろを、簡便かつ画期的な方法で設定できる
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多く取りそろえており、ユーザーはそれを

組み合わせ自社の幅広い業務システムに対

応させることができるためです。また、業

務の一連のプロセスをほぼ自動で処理する
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ステム連携や人の作業も必要なくなること
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る業務拡大が見込めます。 

 「富士ゼロックス」では、一社一社に対

応できる顧客用のポータルを用意して、自

社の導入機器の状況や契約の詳細をお互い

に確認でき、そこからオーダーもできる仕

組にしており、オーダーに応じて富士ゼロ
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57 万 ID で使われており、来年度のグロー

バル化で 100 万 ID に達すると見込まれて

いますが、ライセンス体系は ID ではなく

CPU に応じた課金ですので、ID が増えて

もコストが跳ね上がることがない、圧倒的

な低コストが特長です。 

 また、「ドン・キホーテ」では、増加する外国

人客に対応しお客様を次々に創出する創客

プロセスを構築して効果を上げています。 

 

3.取引先とのやりとり効率化事例 

 また、「ブラザー工業」は、グローバルな

サプライヤーとの業務プロセスを直結する

ことにより、管理能力が飛躍的に向上し、

EDI 業者への支払いも不要にしました。俊

敏に機能すると同時に、年間 1 億円近いレ

ベルのコスト削減を実現したのです。 

 その他として、製造業向けには、IoT

（Internet of  Things）と絡めて「intra-mart」

を設備保全ポータルとして採用し、『ライン

を止めない仕組み』として設備保全計画の

立案、定期点検の実施、設備稼働の管理、

設備停止の対策立案等を行うソリューショ

ンを提供しています。また、近年の日本企

業の海外調達比率の増加や海外契約リスク

の顕在化に伴ってグローバルな案件で増え

ているのは、コンプライアンスを高め、購

買契約の作成効率化を高めながら、リスク

の高い購買契約の抽出やモニタリング、サ

プライヤー評価を実施できる契約プロセス

リスク管理システムです。さらに、「スシロ

ー」では、新商品開発からメニュー更新ま

でのプロセスを一元化し、必要な情報を全

て商品データベースで一元管理することで、

企画から定番商品化までのリードタイムを

大幅に短縮するなど、商品開発を一気に効

率化しました。 

 

4.自社の競争力を高める 

 業務プロセスを開発できる「intra-mart」

の特長は、圧倒的な低コスト、アジャイル

開発、クラウドでもオンプレミスでも使え

ることです。また、現場で、ある程度納得

するものができますので、最終的な効果を

見据えた上で、基幹システムに連動させて

仕上げることができます。 

 自社の競争力はどこにも売っていない。

だから「intra-mart」で作るという声をお客

様からよく頂きます。お客様の持っている

競争力とノウハウを「intra-mart」に注入し、

独自の競争力を具現化したシステムとして、

事業に役立てていただけているものと考え

ています。 
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日本オラクル株式会社 

変化に即応する業務システム

―BPMとオーダー管理システム―

（ ）の最先端事例、技術を紹介する第 回「 フォ

ーラム 」が、 年 月 日（水）に、東京・千代田区・丸の内 タワー ホール

＆カンファレンスで、開催されました。この中から、ルールエンジンを組み込んだ「動的な業

務プロセス」の構築とクラウド時代の ついて、日本オラクル株式会社の講演よりご紹

介します。 （ 年 月 日作成）

 

近年の BPMのトレンド

2003 年頃から、EAI（システム連携）や

フロースルー、ペーパーレスの観点で BPM

という言葉が聞かれるようになりました。

その後、BPEL（Business Process Execution 

Language）、BPMN（Business Process Modeling 

Notation）などの技術が生まれ、適用領域も

システムを連携するのか、ワークフローだ

けなのか、それを複雑に組み合わせるのか

といった議論が続いています。その中で、

オラクルはシステム連携にヒューマンワークフ

ロー、ルールエンジンを組み込んで統合した、よ

り高度な BPM を目指してきました。 

弊社は、この 10 年、お客さまが求める機

能を新たに開発し提供していますが、最近

は、BPM に動的プロセスを実装するなど、

BPM の使い方がより高度になっています。 

また、金融、公共、流通・商社、通信な

どの各分野から BPM に関する問い合わせ

が増えており、それに伴って製品も改良さ

れ、BPM の適用範囲が、急速

に拡大していることがうか

がえます。 
 

2015年のBPM導入ケース

弊社の BPM 製品によるオ

ーダー管理システムの導入

例を紹介します。この事例の

狙いは、まず、紙ベースや

Excel、メールで行っていた業

務を効率化し、硬直化したシ

ステムを組織変更に合わせ

て柔軟に対応できるように

することです。また、システ

ム開発の期間短縮も求めら

れました。 

この事例では、業務プロセスを、あらか

じめ決まったフローが流れる「静的プロセ

ス」として捉えてしまうと、プロセスを可

視化する段階で、誰が何をするかというフ

ローに従って分けていくと、初期の整理だ

けで 70～80 のプロセスになってしまいま

した。プロセスが多ければ、システムは、

複雑になり結果としてメンテナンスに手間

と費用がかかりますので、BPM の効果が半

減してしまいます。 

今回、これに、ルールエンジンを組み込

んで、「動的プロセス」を構築することで改

善しました。それまでの「静的プロセス」

では、前工程が終了しないと次の工程に行

けませんでしたが、動的プロセスでは、前

工程の途中でも一定のルールを満たせば、

一部の次工程に進めたり、また、スキップ

できるようになり、業務を回すリードタイ

ムを短縮できることになりました。これを

可能にするため、BPM 製品に求められる要

件は、まず、「開発ツールの統合」です。従

来は、ルールエンジン、画面開発ツール、

Java のアプリケーションサーバー、基盤な

どの各システムを呼び出し、それをつなぎ

合わせてシステム開発をしてきましたが、

最近は、一つの開発ツールの中で全体を把

握しながら進められるようになりました。

これが複雑な BPM システムを開発するポ

イントになります。 

もう一つは、「運用管理ツールの統合」で

す。今までは、例えば、あるプロセスが止

まっても、プロセス自体か、システムの問

題か、何らかの要件で情報が入ってこなく

なったのか、ルールエンジンのエラーなの

かの判別ができませんでした。しかし、管

理ツールを統合することで、起きた問題を

相互に関連させて特定できますので、障害

が発生したときに一連の業務処理を検索し、

ワンクリックで範囲を絞ってその原因を確

日本オラクル株式会社 執行役員
クラウド・テクノロジー事業統括

事業統括本部長

本多 充 氏 
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【お問い合わせ先】 

日本オラクル株式会社 
🏣🏣107-0061 東京都港区北青山 2-5-8 

オラクル青山センター

：

（月～金 ： ： ： ： ）

お問い合わせフォーム

認できるようになりました。 

他に、製造・通信の分野での導入事例と

して、ERP（統合基幹業務システム）との連

携があります。ERP は、多くが海外製品で

あることもあり、日本と海外のユーザのプ

ロセスに違いがあることを想定して、その

プロセスを外出しで管理し、BPM エンジン

で可視化する事例が増えています。また、

公共の分野では、複雑な窓口業務に動的な

業務プロセス管理を実装した事例が出てき

ています。 
 
クラウド時代における BPM とは

今や、クラウドは、BPM の世界でも、コ

スト低減（設定管理のオーバーヘッド削減）、

パフォーマンスの担保（一貫性と標準化）、

高い生産性（自動化と time to market の向上）、

高い俊敏性、イノベーションへのフォーカ

ス（ルーチンタスクの削減）という観点か

ら、期待が高まっています。 

弊社では、BPM には二つの方向性がある

と考えています。 

一つ目は、ヒューマンワークフロー的な

機能に加え、文書の共有や SNS、ポータル

等と統合し、業務ユーザがセルフサービス

で使うような、あまりコストが掛からない

クラウド中心の「よりライトな BPM」です。 

二つ目は、複雑な画面遷移、動的プロセ

ス管理、システム連携や分析を含めて統合

して提供するオンプレミス中心の「より高

度な BPM」です。 

弊社では、BPM のインフラは、当面は二

極化すると見ており、提供するソリューシ

ョンサービスも従来の「Business Process 

Management Suite」と、クラウド専用の

「Process Cloud Service（PCS）」に分けて展

開しています。既に、PCS と連携する 33 の

クラウドサービス（PaaS）の提供を計画・開

始しています。また、ユーザがオンプレミ

スで使うようなソフトウェアを、同じ構成を

保ちつつサービス提供しているのが弊社

のクラウドの特徴です。 
 

BPM の今後

米国本社の BPM 開発部門の責任者が

抱く今後のビジョンをご紹介します。 

一つ目はモバイルです。昔は、担当者

が、取得した情報をパソコンに入力して

いましたが、今はモバイルアプリの導入

により、顧客・販売店がその場で入力し

てシステムに登録することができます。

今後、弊社は、BPM の利用者が、端末（チ

ャネル）を問わず同じ情報を見て同じ業

務を行うことができるように、モバイル

からのユーザ・インターフェースの開発、

BPM との統合などに、クラウドを活用し

ながら取り組んでいきます。 

二つ目は、今後拡大が見込まれる IoT

（Internet of  Things）と BPM の統合です。

IoT によって、大量のイベント情報を収集

すれば、技術者やオペレータの人系作業

はより重要になっていきます。IoT と

BPM をシームレスに統合することで、イ

ベントの発生から人系作業まで、トータ

ルで管理・改善することができます。 

また、ある製造業では、メンテナンスの

コスト低減に IoT が活用しています。具

体的には、装置や製造過程の業務システム

にセンサーを組み込み、そこから来るデー

タで故障の予兆を検知し、事前に人をアサ

インし未然に防止することにより、コスト

を削減しています。これは、BPM が得意と

する機能です。 

BPM の二つの方向性など将来動向を踏

まえつつ、製品を適材適所に使っていくた

めの見極め（目利き）が重要だと考えてい

ます。 
（注）Oracle と Java は、Oracle Corporation 

及びその子会社、関連会社の米国及びその他

の国における登録商標です。
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BPM製品に求められる要件①
開発ツールの統合

• BPMを構成する要素（プロセス、ルール、システム連携、画面）を統合
– 開発ツールの統合（単一のツールで開発できる）
– 運用ツールの統合（単一のツールで運用できる）

• BPMの開発/運用は複数の構成要素を横断するため、ツールの統合が重要
プロセスの開発

ルールの開発
画面開発

システム連携の開発

Copyright © 2015 Oracle and/or its affiliates. All rights reserved.

Copyright © 2015 Oracle and/or its affiliates. All rights reserved. 

BPM製品に求められる要件②
運用管理ツールの統合
– Oracle製品を単一の統合ツールで運用管理可能
– 一連の業務処理を検索し、ワンクリックでドリルダウン
して障害やボトルネックを特定

BPEL
BPM

ルールエンジンワークフロー

BPMでドリルダウン ルールエンジンでドリルダウン

フロー全体の実行履歴

WebLogic/Database を含めた統合運用管理

フロー（一連の業務処理）
の画面に遷移

Copyright © 2015 Oracle and/or its affiliates. All rights reserved.
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株式会社アシスト 

なぜ、ビジネスプロセスから

ビジネスルールを切り離すのか
（ ）の最先端事例、技術を紹介する第 回「 フォーラム

」が、 年 月 日（水）に、東京・千代田区・丸の内 タワーホール＆カンファレン

スで、開催されました。この中から、複雑なビジネスプロセスモデルをシンプルにし、効率的で

変化対応力のあるプロセスづくりについて、株式会社アシストの講演よりご紹介します。

 

ビジネスプロセスとビジネスルール

ビジネスプロセスをモデリングする目的

は、現状のプロセスを可視化し、改善点を

発見して、現状のプロセスをあるべき姿に

変えていくことです。しかし、そのために

は時間と労力が掛かり、ビジネスプロセス

モデルが複雑になってしまうという問題が

あります。 

ビジネスプロセスは、「ビジネスイベント

への対応を行うためのタスク」と定義され

ステークホルダーが関与する外部イベント

をトリガとして開始します。そして、成果

をもたらすために必要なアクションによっ

て構成され、インプットをアウトプットに

変換する論理ステップが含まれています。 

一方、ビジネスルールは、「ビジネス運用

上の判断基盤となるもの」と定義され、ビ

ジネスプロセスが本質的には「手続き」と

言えるのに対し、ビジネスルールは、ガイ

ダンスや制約などに従って行う「宣言」で

あり、判断を下すだけで何も変換しません。

つまり、ビジネスプロセスとルールとは本

質的に異なるものなのです。 

弊社では、ビジネスプロセスモデル

（BPM）が複雑化する原因は、ビジネスプ

ロセスとビジネスルールの「混同」にある

と考えています。「混同」が起きるのは、

業務の全てを可視化しようとして、本質的

に性質が異なるにもかかわらず、ビジネス

ルールもビジネスプロセスとして表現して

しまうためであり、ビジネスルールを分け

て書けば、簡単で分かり易いビジネスプロ

セスモデルになります。なお、ビジネスル

ールはビジネスプロセスから呼び出される

という関係にあり、ビジネス運用上の判断

であるビジネスルールは、プロセスの至る

ところにあります。 

 

ビジネスルールを切り離す

ビジネスルールを切り離すと、ビジネス

プロセスをシンプルにできるだけでなく、

ビジネスルールを独立して変更できるよう

になり、ビジネスプロセスの安定性が向上

します。これは、予測が難しく、激変する

外部環境に最も影

響を受けるのはビ

ジネスルールであ

るため、そのビジネ

スルールを切り離

すことでルールの

変更に対応しやす

くなるからです。 

ビジネスルール

を切り離すための

メソドロジーに、

OMG （ Object 

Management Group）

が 提 唱 し てい る

DMN（Decision Model and Notation）があり

ます。これは、意思決定に必要なリソース

を全部まとめて記述するためのモデリング

手法で、デシジョン（判断）のモデル化は

ビジネスアナリストの必須スキルです。と

はいえ、それは難しくはなく、基本的には

デシジョンの分解の繰り返しです。まず、

プロセスから呼び出されるデシジョンを特

定し、そのデシジョンとの依存関係をひた

すらひも解いていくわけです。そのときに

「条件付きフローに従う基準は何か」など

パターン質問を繰り返すことで、抜けや漏

れなくデシジョンを分解できます。 

判定までのステップを、販売を例に見て

みると、ある注文申込が承認可能か判定す

るために、まず適格性確認とリスク判定を

行います。リスク判定では、リスクスコア

を参照してさらなる依存関係を特定し、デ

シジョンとデシジョンを結び付ける形で分

解していきます。最終的に分解できなくな

ったところでビジネスルールをデシジョン

テーブルで表現します。モデル上は、プロ

セス、ルール、デシジョンは完全に分離し

て表現することになります。 

 

ビジネスルール管理システム（BRMS）
ビジネスルールを集中管理するためのソ

フトウェアに、「BRMS」があります。 

「BRMS」は、散在するビジネスルールを一

元化し、可視化することで、変更に強い柔

軟性の高いシステムを作り上げる仕組みで

す。ビジネスルールは企業の記憶ですが、

散在している状態では企業としてノウハウ

を持ち得ることにならず、競争力に影響し

てきます。「BRMS」を使うことでプロセス

株式会社アシスト 情報基盤事業部

製品統括部 プログレス推進部 課長

佐藤 彰広 氏 

協賛社セッション
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株式会社アシスト 

なぜ、ビジネスプロセスから

ビジネスルールを切り離すのか
（ ）の最先端事例、技術を紹介する第 回「 フォーラム

」が、 年 月 日（水）に、東京・千代田区・丸の内 タワーホール＆カンファレン

スで、開催されました。この中から、複雑なビジネスプロセスモデルをシンプルにし、効率的で

変化対応力のあるプロセスづくりについて、株式会社アシストの講演よりご紹介します。

 

ビジネスプロセスとビジネスルール

ビジネスプロセスをモデリングする目的

は、現状のプロセスを可視化し、改善点を

発見して、現状のプロセスをあるべき姿に

変えていくことです。しかし、そのために

は時間と労力が掛かり、ビジネスプロセス

モデルが複雑になってしまうという問題が

あります。 

ビジネスプロセスは、「ビジネスイベント

への対応を行うためのタスク」と定義され

ステークホルダーが関与する外部イベント

をトリガとして開始します。そして、成果

をもたらすために必要なアクションによっ

て構成され、インプットをアウトプットに

変換する論理ステップが含まれています。 

一方、ビジネスルールは、「ビジネス運用

上の判断基盤となるもの」と定義され、ビ

ジネスプロセスが本質的には「手続き」と

言えるのに対し、ビジネスルールは、ガイ

ダンスや制約などに従って行う「宣言」で

あり、判断を下すだけで何も変換しません。

つまり、ビジネスプロセスとルールとは本

質的に異なるものなのです。 

弊社では、ビジネスプロセスモデル

（BPM）が複雑化する原因は、ビジネスプ

ロセスとビジネスルールの「混同」にある

と考えています。「混同」が起きるのは、

業務の全てを可視化しようとして、本質的

に性質が異なるにもかかわらず、ビジネス

ルールもビジネスプロセスとして表現して

しまうためであり、ビジネスルールを分け

て書けば、簡単で分かり易いビジネスプロ

セスモデルになります。なお、ビジネスル

ールはビジネスプロセスから呼び出される

という関係にあり、ビジネス運用上の判断

であるビジネスルールは、プロセスの至る

ところにあります。 

 

ビジネスルールを切り離す

ビジネスルールを切り離すと、ビジネス

プロセスをシンプルにできるだけでなく、

ビジネスルールを独立して変更できるよう

になり、ビジネスプロセスの安定性が向上

します。これは、予測が難しく、激変する

外部環境に最も影

響を受けるのはビ

ジネスルールであ

るため、そのビジネ

スルールを切り離

すことでルールの

変更に対応しやす

くなるからです。 

ビジネスルール

を切り離すための

メソドロジーに、

OMG （ Object 

Management Group）

が 提 唱 し てい る

DMN（Decision Model and Notation）があり

ます。これは、意思決定に必要なリソース

を全部まとめて記述するためのモデリング

手法で、デシジョン（判断）のモデル化は

ビジネスアナリストの必須スキルです。と

はいえ、それは難しくはなく、基本的には

デシジョンの分解の繰り返しです。まず、

プロセスから呼び出されるデシジョンを特

定し、そのデシジョンとの依存関係をひた

すらひも解いていくわけです。そのときに

「条件付きフローに従う基準は何か」など

パターン質問を繰り返すことで、抜けや漏

れなくデシジョンを分解できます。 

判定までのステップを、販売を例に見て

みると、ある注文申込が承認可能か判定す

るために、まず適格性確認とリスク判定を

行います。リスク判定では、リスクスコア

を参照してさらなる依存関係を特定し、デ

シジョンとデシジョンを結び付ける形で分

解していきます。最終的に分解できなくな

ったところでビジネスルールをデシジョン

テーブルで表現します。モデル上は、プロ

セス、ルール、デシジョンは完全に分離し

て表現することになります。 

 

ビジネスルール管理システム（BRMS）
ビジネスルールを集中管理するためのソ

フトウェアに、「BRMS」があります。 

「BRMS」は、散在するビジネスルールを一

元化し、可視化することで、変更に強い柔

軟性の高いシステムを作り上げる仕組みで

す。ビジネスルールは企業の記憶ですが、

散在している状態では企業としてノウハウ

を持ち得ることにならず、競争力に影響し

てきます。「BRMS」を使うことでプロセス

株式会社アシスト 情報基盤事業部

製品統括部 プログレス推進部 課長

佐藤 彰広 氏 
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【お問い合わせ先】 

株式会社アシスト 
🏣🏣102-8109東京都千代田区九段北 4-2-1
《情報基盤事業部》

：

：

：

からルールを切り離し、ルールは「BRMS」

側に格納します。 

弊社が扱う「Progress Corticon」（以下

「Corticon」）は、ビジネスルール管理に特

化した次世代「BRMS」で、デシジョンのモ

デル化に対して答えが出せる唯一の製品で

す。「Corticon」は、デシジョンの構造をそ

のまま表せるモデル駆動型であることが特

徴で、表現力の高いデシジョンテーブルを

持ち、一つ一つのルールを組み合わせてデ

シジョンの構造を作り上げるルールフロー

機能があります。さらに、ルールの整合性

をチェックする機能に加え、ルールの独立

性を担保するために GUI 上で単体テスト

を行う機能を備えています。 

一時、超高速開発の観点から「BRMS」が

取り上げられたことがありますが、「BRMS」

は、本質的にはビジネスルールを切り離し

てモデリングすることで競争力を上げてい

くためのソフトウェアです。「Corticon」を

採用して、工期が半分になっただけにとど

まらない定性的な効果が出ている事例を紹

介します。 

例えば保険会社が契約をアップデートす

るときには必要書類の相関チェックが必要

ですが、デシジョンテーブルに査定基準が

書いてあり、そのままの形で表現すること

が可能です。したがって、要件変更時の影

響調査、実装、テスト等のシステム開発工

程が圧縮されます。引受査定での被保険者

のスコアリングも、デシジョンテーブルで

査定基準をそのままの形で表現できます。

また、共済加入申出時のバリデーションな

ど、複雑なものも簡単に実装できます。 

一般には、ルールの間違いや要件の抜け・

漏れが見つかるのは単体テストや総合テス

トが終わるあたりですが、「Corticon」を使

用すると、ビジネスルールを組み立てた段

階でチェックできます。 

膨大な数のビジネスルールの妥当性を確

認し、それが表すロジックが完全で、内部

的に整合性が取れており、重複がないこと

を確認するのは難しいことです。そのため、

品質や効率を向上させるための分析機能が

「BRMS」には必須ですが、「Corticon」では

曖昧性や完全性、論理ループの

確認からルールの圧縮まで自

動で行われます。さらに、それ

を業務ユーザーに提示し、改善

点を引き出すツールとしても

使うことができます。 

「Corticon」は、保険、金融を

はじめ公共、ヘルスケア、小売

など、日本国内も含めて世界で

500 社以上の採用実績がありま

す。 

 

BPMS連携

多くの BPMS にルールエンジンが搭載さ

れていますが、その大半は複雑な判定がで

きないという制限があります。その点、

「Corticon」は多岐にわたるビジネスルール

に対応できるのが特徴です。ビジネスルー

ルは多種多様な表現方法がありますが、そ

れを記述し切れるのは「Corticon」だけだと

自負しています。 

そこで、弊社では互いの特徴を生かす形

で連携を進めています。例えば、OPEN 

TEXT 社の「Process Suite」は、BPM、ECM、

CEM、IX をシームレスに統合しているのが

強みですが、そのシンプルで大規模な SOA

基盤と「Corticon」の連携により、100％コー

ディングレスな SOA 基盤ができます。 

イメージワークフローのような特定の業

務に対するワークフローを回していくとい

うところでは、日商エレクトロニクス社の

「Open Text Process360」という製品が実績

を有していますので、そのノウハウと

「Corticon」を組み合わせて、プロセスとル

ール、システムのスムーズな融合と業務の

自動化を強力に推進しています。 

また、APPRESSO社の「DataSpider BPM」、

「DataSpider Servista」と「Corticon」の連携

で、人系とシステム系のフローを行ったり

来たりしながら、ルールは「BRMS」で吸収

するというソリューションを作りました。 

さらに、NTT データイントラマート社と

は、アプリケーションプラットフォームと

して使われることが多い「Intra-mart BIS」の

ロジックの部分を「Corticon」に書くことで、

柔軟性の高いアプリケーションの超高速開

発基盤としての使用を検討しています。 

そして、富士通の「Interstage BOP」との

連携では、大規模な SOA 基盤を活用した、

上流から下流までの一貫した統合ソリュー

ションを提案しています。 

 

まとめ

1970年代にはデータをプログラムから切

り離し、2000 年初頭にはプロセスをプログ

ラムから切り離し、最近ではルールをプロ

グラムから切り離すという「BRMS」が出て

きました。ソフトウェアの進化の本流にあ

るのが「BRMS」です。 

プロセス、ルール、データの分離におい

ては各サービスの役割を明確化することが

重要で、役割を超えたことをさせてはいけ

ません。「One Fact One Place」という言葉が

ありますが、この考え方で成功したのが

UNIX です。その哲学を見れば、システム

構築のあるべき姿が分かるのではないかと

思います。 

最後に、弊社では「Corticon」の体験セミ

ナを毎月実施しています。また、評価版の

ダウンロードサービスもあり、90 日間無償

で全ての機能をお試し頂けますので、ぜひ、

ご体験ください。 
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会　期：2016 年 10 月 26 日（水）　9：30 ～ 18：00
会　場：JP タワー ホール＆カンファレンス 4 階　

（東京・千代田区・丸の内）

第11回「BPMフォーラム2016」のご案内

＜BPMフォーラムについて＞
本フォーラムは、BPM の健全な普及を目指して、経営幹部や改革推進者の方々が、
・先進的に取り組む企業経営幹部の生の声
・プロセス志向／ IT 活用による企業改革の先端研究
・進化するプロセス改革／ BPM ソリューション

に直に触れていただく場として、実施しています。
2006 年に初めて開催され、10 回を重ねてまいりましたが、毎回、多くの先進事例と優れた技術が、
一同に会する場として、たくさんの企業幹部の方々にご来場いただいています。
2016 年も、昨年ご好評いただいた「JP タワー　ホール＆カンファレンス 」にて開催いたします。
詳細がきまり次第、小会 HP でお知らせいたします。
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講　演　録講　演　録

現場がビジネスを変える！
～BPMの実効性を探る～

第10回 BPMフォーラム2015

一般社団法人 日本ビジネスプロセス・マネジメント協会

協 賛


